平成23年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：観光費　　　目：観光開発費
	事業名:　岐阜県観光連盟補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
　　　　　　総合企画部　観光・ブランド振興課　国内誘客担当　電話番号：058-272-1111（内3079）
　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：60,009千円（前年度予算額：88,323千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県内最大の民間観光団体である（社）岐阜県観光連盟の事業推進体制の強化及び、同連盟が実施する観光商品販売促進事業等に対し支援を行い、岐阜県の観光消費額のさらなる増大を図る。
＜観光連盟実施事業＞

①観光商品販売促進事業（大手旅行サイト、雑誌等を活用した観光商品の販売促進、旅行商品商談会の開催、観光商品見本市、名古屋センターでの旅行商品販促活動の実施）

　②観光連盟運営事業（常勤職員の人件費、事務所管理費など）
	２　所要経費


（１）ぎふウェルネス観光商品販売促進事業(19,000)　補助率10/10
（２）人件費補助(34,893)　補助率10/10　（常勤職員等人件費）
（３）運営費補助(6,116)　 補助率1/2以内（事務所使用料等）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
３ 地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　・地域の魅力を広め、観光誘客を拡大する
	２　これまでの取組状況


（社）岐阜県観光連盟は、昭和２７年の創設以来、県内観光事業者及び市町村（観光協会）及び県と連携して、観光振興に係る事業を推進してきている。
また、飛騨・美濃観光名古屋センターは、県外観光客の約７割を占める東海エリアにおける岐阜県の魅力、情報の発信拠点としての役割を担っている。
	３　これまでの取組に対する評価


（社）岐阜県観光連盟は、これまで県とともに観光情報の発信・ＰＲを中心とした観光誘客活動を進めてきた。その結果、岐阜県への観光客数は増加（平成１１年から平成２１年までの１０年間で４５％の増加）するなど、一定の成果を収めることができた。
一方で、宿泊観光客は減少し、観光消費額についても、ここ数年減少傾向にある。

こうしたことから、これまでの観光情報の発信・ＰＲに加えて、今後は、県・観光連盟が適切な役割分担の下、旅行商品を売るといった、具体的な観光消費の増大につながる取組を強化していくことが、県内経済の活性化の観点から求められる。

そのため、今後は、観光情報の発信・ＰＲは県に集約して実施する一方、観光連盟においては、これまでの情報発信、ＰＲから、民間観光団体として、旅行の販売や宿泊の予約など、具体的な旅行商品の販売を支援する取組にシフトし、観光消費額増加につながる取組を強力に展開していくことが必要である。
	決定額の考え方


　人件費補助については、県職員の臨時的給与抑制に準じ予算計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	88,323
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	88,323

	要求額
	60,009
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	60,009

	決定額
	58,096
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	58,096


